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無線従事者制度の在り方検討作業班の設置について

２．検討事項
 AI・デジタル社会における無線従事者の果たすべき役割
 社会・経済の変化、無線技術の進展や、無線通信の実情、国際動向、人材動向等時代の変化に見合った無線従事者制度

の在り方
 ワイヤレス人材の更なる創出に向けた無線従事者の活用の在り方
 その他無線従事者制度に関する検討が必要な事項

１．作業班の設置について
 今後、社会・経済におけるAIやサイバー空間の活用がますます進展していく中、 「いつでも、どこでも繋がる」情報通信ネットワー
クの実現に不可欠である電波利用は大きく変化・拡大していくことが見込まれる。

 無線局の運用には一定の知識・技能を有する無線従事者による操作を原則必須としている一方、無線通信技術の進展にともな
い、通信方式の変化（アナログからデジタルへ、通信システムの自動化・集中化）、保守方法の変化（デジタル化による機器の
安定化、現場保守からメーカ保守へ）など、無線従事者を取り巻く環境は大きく変化。

 無線を始めとするデジタルインフラの重要性が増してきており、ワイヤレスビジネスの更なる拡大が期待される一方、無線技術に係る
知識や技能を有する「ワイヤレス人材」の不足が懸念。将来の無線通信を支えるワイヤレス人材の創出、確保の観点から、一定
のワイヤレス技術の知識・能力を有する無線従事者の活用を一層図っていくことが必要。

 社会・経済の変化、無線技術の進展や、無線通信の実情、国際動向、人材動向等時代の変化を踏まえ、操作範囲やそれに求
められる知識・能力を整理した上で、資格の体系を見直すなど、無線従事者制度の在り方等について検討が必要。

 このため、電波有効利用委員会の下に「無線従事者制度の在り方検討作業班」を設置する。

1



無線従事者制度の在り方検討作業班 構成員

役職 氏名 所属
構成員（主任） 藤井 威生 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授

構成員 青木 丈士 全国水産高等学校長協会 情報通信部会 事務局
構成員 秋本 修 （一社）日本UAS産業振興協議会 理事
構成員 石井 義則 （一社）情報通信ネットワーク産業協会 常務理事
構成員 鹿子嶋 憲一 茨城大学 名誉教授
構成員 漢那 太作 全日本海員組合 政策局総合政策部 部長
構成員 木島 利通 （一社）全国漁業無線協会 専務理事
構成員 黒坂 達也 株式会社企 代表取締役、慶應義塾大学 X Dignityセンター 副代表
構成員 猿渡 俊介 大阪大学大学院 情報科学研究科 教授
構成員 重信 英之 定期航空協会 部長
構成員 鈴木 陽一 日本放送協会 技術局 業務推進部 チーフエンジニア
構成員 高田 潤一 東京科学大学 執行役副学長（国際担当）／環境・社会理工学院 教授
構成員 玉井 博史 （一社）大日本水産会 事業部 海事課 課長
構成員 福田 厳 東京海洋大学 学術研究院 海事システム工学部門 准教授
構成員 宮寺 好男 （一社）全国船舶無線協会 専門部長
構成員 村上 朝章 （一社）日本船主協会 海事人材部 副部長
構成員 毛利 政之 KDDI株式会社 コア技術統括本部 技術企画本部 電波部長
構成員 森田 耕司 （一社）日本アマチュア無線連盟 会長

構成員 森本 聡 （一社）日本民間放送連盟（株式会社フジテレビジョン テックアートデザイン局 テック
アート戦略部 統括エンジニア 電波担当）

構成員 渡川 洋人 （一社）全国陸上無線協会 企画調査委員会技術部会 部会長
オブザーバー 菊池 義人 国土交通省 航空局 安全部 安全政策課 航空従事者試験官
オブザーバー 日下 隆 （公財）日本無線協会 専務理事
オブザーバー 倉橋 誠 （一財）情報通信振興会 専務理事
オブザーバー 鈴木 伸也 国土交通省 海事局 海技課 課長補佐
オブザーバー 夏賀 邦明 （一財）日本アマチュア無線振興協会 専務理事
オブザーバー 前田 崇徳 国土交通省 海事局 安全政策課 船舶安全基準室長

（敬称略、主任以外は五十音順）
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